
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  

 
  

１ 『2019 年度共済事業報告について』  

＜詳しくは、加入者全員に配布する『年金共済だより』（7 月発行）をご覧ください。＞      

 

 

 

 

 

 
 

加入者数 

／加入施設数 

 

19,877 人／583 施設 

 

給 

 

付 

支給額 

／件数 

脱退 1,979百万円／2,911件 

慶弔   32 百万円／1,450件 

合計 2,011百万円／4,361件 

 

貸付事業（新規） 
 

3,440 千円／5 件  

掛 

金 
収入額 3,068 百万円 

資 

産 

額 

 
簿価 

 
31,129 百万円 

 
時価 

 
31,873 百万円 

 

（裏面） ２．「2019 年度基金運用状況について」    ３．8 月の事務スケジュール  

◆共済事業にいつもご協力を賜り、ありがとうございます。  

◆2019（令和元）年度の事業報告及び基金運用状況について、ご報告いたします。         

＜ 

   横浜市社会福祉協議会  

『共済News』  
 

【発行】 社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 施設福祉課 共済担当 
〒231-8482 横浜市中区桜木町 1-1 横浜市健康福祉総合ｾﾝﾀｰ 7 階 

TEL 045-201-2218（平日 9 時～17 時） FAX 045-201-1661  

◆事務担当者の方への情報提供や加入者の皆さまへ周知をお願いしたいことなど（ホームページに掲載中） 

◆最新情報をメールで受け取れます。登録はこちらから ⇒   横浜市社協 メール配信 検索 🔍 
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横浜市社協が行う年金共済事業は、脱退給付金や慶弔給付金の支給等をとおして、市内の

民間社会福祉事業に携わる方々を応援するものです。加入者の皆さまと施設・団体さまから

お預かりした掛金は、信託銀行に委託し運用しています。 

2019 年度の事業報告、資産運用（裏面）についてご報告いたします。 

 



２ 『2019 年度 基金運用状況について』  

＜詳しくは、加入者全員に配布する『年金共済だより』（7 月発行）をご覧ください。＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜ 201９年度 運用状況＞                 2020 年 3 月末日現在（単位：百万円） 
 

簿価  時価  評価損益※３ 
（時価－簿価） 収益率 時価による

配分比 

資
産
区
分 

国内債券 
みずほ信託 13,505 13,900 395 0.1% 51.3％ 

三井住友信託 2,538 2,600 62 △0.0% 54.6％ 

国内株式 
みずほ信託 3,886 4,134 248 △9.2% 15.3％ 

三井住友信託 729 626 △103 △10.5% 13.1％ 

外国債券 
みずほ信託 3,547 3,615 68 4.5% 13.3％ 

三井住友信託 796 827 31 4.7% 17.4％ 

外国株式 
みずほ信託 3,575 3,746 170 △11.0% 13.8％ 

三井住友信託 703 576 △127 △13.5% 12.1％ 

その他 
みずほ信託 1,717 1,717 0 △0.0% 6.3％ 

三井住友信託 133 133 0 △0.0% 2.8％ 

合  計  31,129 31,873 744 △2.3％ 100.0% 

   

 

-2- 

 

 

 

３ 8 月の事務スケジュール  
 

① 【提出書類の締切日】 施 設・団 体 ⇒⇒⇒ 社協（共済担当） 8/10 必着  

② 【給付金振込日 （7/10締め受付分） ・ 支給通知書の発送】 8/11 予定  

③ 【加入者の承認通知書 ・ 掛金請求書等 （8/10締め受付分）】 
   

社協（共済担当） 8/20 発送 ⇒⇒⇒⇒⇒ 施設・団 体 

8 月もよろしく 

お願いします 

★★★  施設の事務担当者様あてに、最新情報を随時メール配信しています  ★★★ 

市社協ホームページ（共済事業のページ）から アドレス登録が簡単にできます！ 

お預かりした掛金は、「運用の基本方針」（規程の別表13）に基づき、リスク分散のために、 

4つの資産（国内外の債権及び株式）に分散投資を行って、安全かつ有利な運用に努めています。 

 2019 年度の市場環境は、年明け以降は新型コロナウイルス感染拡大を受け、世界的な 

景気後退への警戒感が強まり、3 月以降大幅に株価が下落し、通期で△2.3%となるな 

ど、大変厳しい環境となりました。 

本会の運用は債券比率の高い（52%）保守的なポートフォリオ（資産の組合せ）であるこ 

とや、その中でリスクを抑制する運用商品を組み入れていたことなどから、他の年金基金

の平均値（△2.5％）に比べてマイナス幅を若干抑制することができました。 

これまで積み上げてきた収益もあるため、期末期の給付金の要支給額(※)273 億円に対

して、時価ベースで 116％（318 億）の年金資産を確保しています。 
 

※ 要支給額…仮にその時点で共済加入者全員が退職した場合に、全員に支払うために必要な額 

 

 


